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   都 道 府 県 

   指 定 都 市 

   中 核 市 

   児童相談所設置市 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

 

個別サポート加算（Ⅱ）の取扱いについて 

 

 

 障害保健福祉行政の推進につきましては、日頃より御尽力を賜り厚く御礼申し上げ

ます。 

 令和３年度障害福祉サービス等報酬改定においては、児童発達支援、医療型児童発

達支援及び放課後等デイサービス（以下「児童発達支援等」という。）において、要保

護児童又は要支援児童（以下「要支援児童等」という。）を受け入れた場合において、

家庭との関わりや、心理的に不安定な児童へのケア、関係機関との連携が必要となる

ことを考慮し、児童相談所や母子健康包括支援センター等の公的機関や、要保護児童

対策地域協議会、医師（以下「連携先機関等」という。）との連携を行うことへの加算

として、「個別サポート加算（Ⅱ）」（以下「加算」という。）を創設することとしまし

た。 

 加算の算定に当たって想定している具体的なケースや、具体的な算定要件について

下記のとおりお示しします。 

 要支援児童等への支援は、要支援児童等の通所給付決定保護者（以下「保護者」と

いう。）が、子どもが要支援児童等であることの認識がない中で行われることもあり

ます。このため、加算の取扱いを事業所（児童発達支援等を行う事業所をいう。以下

同じ。）が十分に把握しないままに算定することで、保護者とのトラブルに繋がり、ひ

いては要支援児童等の支援に支障が生じることも想定されることから、都道府県にお

かれては、御了知の上、市町村（指定都市、中核市及び児童相談所設置市を除く。）及

び事業所に周知をお願いいたします。 

 また、都道府県、指定都市、中核市及び児童相談所設置市におかれては、管内の児

童相談所に対して、本件加算の創設について御了知いただくよう周知をお願いいたし

ます。 

 

記 

 

１ 加算の創設の経緯 

  放課後等デイサービスを利用する障害児のうち、家庭的な環境要因などにより児

童の養育に困難さを抱えており児童相談所が関与している、もしくは児童相談所は

各            障害児支援主管部（局） 御中 



関与していないが、関係機関と連携しながら事業所で支援を行っている障害児が一

定程度いるという現状が調査結果（※）等から窺える。このことを踏まえ、令和３年

度障害福祉サービス等報酬改定において、こうした障害児に対する支援（保護者へ

の相談援助等を含む。以下同じ。）を行う事業所を報酬上評価するため、加算を創設

したところである。 
 （※）令和元年度障害者総合福祉推進事業「放課後等デイサービスの実態把握及び質に関する調査

研究」 

 

 

２ 加算の目的・趣旨 

  加算は、事業所が要支援児童等を受け入れた場合において、家庭との関わりや、

心理的に不安定な児童へのケア、関係機関との連携が必要となることを考慮し、児

童相談所や母子健康包括支援センター等の公的機関や、要保護児童対策地域協議会、

医師（以下「連携先機関等」という。）との連携を行うことに対して、報酬上で評価

し、もって、要支援児童等の福祉を増進するものである。 

  これは、あくまで事業所に現に生じている費用を報酬上手当てしようとするもの

であり、地域における要支援児童等への対応に当たって、事業所に、従来以上の新

たな役割を担うことを推進する等の目的で創設したものではない点に留意された

い。 

 

 

３ 加算の算定単位 

  ４の算定要件を満たした要支援児童等が利用した日ごとに、当該要支援児童等に

対して、所定単位数を算定することとする。 

 

 

４ 加算の算定要件 

  加算の算定要件は、以下の（１）及び（２）のいずれも満たすものである。 

 

（１）連携先機関等と連携して支援を行うこと 

  ① 連携先機関等（※）と、加算を算定する障害児が要支援児童等であるとの認

識や、要支援児童等への支援の状況等を共有しつつ支援を行うことを要件とす

る。 

    なお、支援の内容は、要支援児童等やその家庭により様々な内容になること

が想定されるため、一律の要件は設けない。一方、当該加算の趣旨を踏まえた

手厚い支援の内容について、個別支援計画（児童発達支援計画、医療型児童発

達支援計画及び放課後等デイサービス計画をいう。以下同じ。）に記載するも

のとする。 
   （※）連携先機関等は全ての関係機関と連携することを求めるものではないが、いずれかの機

関と連携することとする。 

 

  ② 連携先機関等との①の共有は、年に１回以上行うこととし、その記録を文書

で保管すること。 

    なお、ここでいう文書は、連携先機関等が作成したものや、事業所が作成し、

連携先機関等と共有するなど、事業所と連携先機関等の双方で共有する必要が



あり、単に事業所において口頭でのやりとりをメモして保管しているだけの文

書は対象とならない。 

    また、日頃の情報共有に係る資料に加え、医師との連携に当たっては、医師

による保護者等への支援の必要性について、文書（※１）で把握しておく必要が

あるものとする（※２）。なお、文書の内容としては、以下のようなものを想定

している。 

   ア 保護者の治療等を行う医師の場合 

     医師が、保護者への治療等をしており、事業所が保護者を支援していく上

で、保護者の精神的な状況や家庭環境等のほか、保護者が適切な養育を行う

ことができるようになるための留意点についてまとめたもの。 

   イ 障害児の治療等を行う医師の場合 

     医師が、障害児の発達に係る治療等をしており、事業所が障害児を支援し

ていく上で、医学的な知見に基づく発達上の課題や、家庭環境の要因等から

生じる二次障害への対応に係る留意点についてまとめたもの。 

 
   （※１）医師の文書作成に伴う費用が生じる場合、その費用は事業所が負担するものとする。 

   （※２）医師が患者の情報を事業所に共有する上で、患者の同意が必要となる点に留意するこ

と。 

 

  ③ 本加算の対象となる要支援児童等について、連携先機関等と連携して支援す

ることの必要性は、一義的には事業所が検討することになるが、連携先機関等

が、こうした手厚く連携した支援の必要まではないと考えることも想定される。

連携先機関等と連携した支援の必要性を共有できない場合は、本加算の算定対

象としての要支援児童等には該当しないことに留意されたい。 

 

 

（２）通所給付決定保護者の同意を得ること。 

  ① 保護者に同意を求める趣旨 

    （１）のように、連携先機関等と要支援児童等への支援の状況等について共

有しながら支援をすることについて、個別支援計画に位置づけ、通所給付決定

保護者の同意を得るものとする。この場合、保護者の心情に十分に留意するこ

と。 

    報酬は、児童発達支援等の利用契約を締結した保護者に対して請求するもの

であり、加算も同様である。そのため、本加算の趣旨や事業所が行う手厚い支

援について、保護者が事前に承諾することを加算の要件として求めるものであ

る。 

 

  ② 同意を求める項目 

   ア 要支援児童等の課題や、課題に対する支援内容 

     個別支援計画に、養育環境等も含めた要支援児童等の課題や、課題に対す

る支援内容を記載すること。（１）の①のとおり、支援の内容は、要支援児童

等やその家庭により様々な内容になることが想定されるため、明確な要件は

設けない。また、要支援児童等かどうかについても、保護者との信頼関係の

中で把握した養育環境等から、一義的には事業所において把握し、加算の請

求について判断するものとする。 



     一方で、保護者にとって、事業所の説明に納得がいかない限り、同意は得

られないので、事業所においては、保護者の納得が得られるよう加算の算定

を行う障害児や、当該障害児にどのような支援を行っているのか、また、ど

のような支援を行うのかについて、十分に検討する必要があることに留意す

ること。 

 

   イ 市町村やその他連携先関係機関等と要支援児童等の支援状況等の情報共

有を行うこと。 

     事業所が連携する連携先機関等と、要支援児童等の支援状況等を情報共有

することについて、保護者に同意を得ること。 

     なお、医師との連携により加算を算定しようとする場合（市町村が関わっ

ていない場合）、保護者が市町村に情報提供をすることを拒否することも想

定される。このような場合、まずは、市町村への情報提供により、市町村に

よる支援を受けることが、保護者の身体的・精神的負担を軽減し、養育の支

援となり得ることを保護者に説明することが必要となる。 

     その結果、保護者が市町村への情報提供を拒否する場合は、加算の算定は

基本的には行わないものとする。加算を請求することは、保護者にとっては、

報酬請求に係る審査を行う市町村の障害福祉担当課が、障害児が要支援児童

等であることを把握し得ることになるため、保護者が市町村への情報提供に

抵抗感がある場合に加算を請求することで、事業所との信頼関係を損ねるこ

とになりかねないためである。 

     こうした場合、保護者に対して、市町村による支援を受けることが、保護

者の身体的・精神的負担を軽減し、養育の支援となり得ることについて、時

間をかけて理解を求めることが必要である。 

     ただし、（３）のとおり、加算を算定しないことと、要支援児童等の通報・

情報提供は異なる点に留意すること。 

 

  ③ 保護者との信頼関係の構築 

    当該障害児の養育環境等に対する実情や保護者の支援の必要性等を理解し

ないまま、②の同意を保護者に求めることは、一方的に当該障害児が要支援児

童等に該当することや、障害児の養育環境等の問題等について伝えることにな

り、かえって要支援児童等への支援を困難にすることも想定される。 

    事業所が、障害児を要支援児童等と認識し、手厚い支援が必要だと感じても、

保護者との認識の共有が図られているとは限らないため、こうした場合、まず

は、保護者に寄り添い相談援助等を行うなどして、保護者との信頼関係を構築

していくことが必要となる。 

    こうした信頼関係が築けていない場合に加算の算定に係る同意を求めるこ

とは、保護者との信頼関係を損ねるのみならず、要支援児童等の養育上も好ま

しくない影響が生じる恐れがあることから、行わないようにすること。 

    なお、保護者の同意を得た上で支援に当たるケースについて、どのようなケ

ースが考えられるかは、「７ 加算の算定を想定する具体的なケース」を参照

すること。 

 

（３）市町村への通報義務等との関係について 



   （２）の②の取扱いは、あくまで加算の算定に係る取扱いであり、事業所とし

て、要支援児童等を把握したときの、児童福祉法等に基づく市町村への通報や情

報提供の取扱いについては従前と変わらない。保護者の同意が得られない場合で

あっても、要保護児童を発見した場合は市町村等への通報を行う義務があり、要

支援児童と思われる者を把握した場合、当該者の情報を市町村に提供するよう努

めることが必要となる。 

 

 

５ 市町村における報酬の審査等 

  本加算は、４の（２）のとおり、現に要支援児童等の支援に当たる事業所が、保

護者の同意を得て算定するものであり、あらかじめ、市町村において通所給付決定

時に対象かどうかを決定し、受給者証に印字することはしないものとする。 

  市町村においては、報酬の請求に係る審査を行うときに、必要に応じて、請求を

行う事業所に対して、連携先機関等との連携の状況や、要支援児童等への支援の状

況等を個別に確認されたい。事業所は本加算を算定する上で、これらの説明を市町

村に行う必要があるものとする。 

 

 

６ 加算を算定する期間 

  本加算は、連携先機関等と連携して支援を行う必要性がある間は算定できるもの

とする。 

  なお、個別支援計画の見直しの際に、連携先機関等と連携して支援する必要性に

ついても見直しを行うものとする。 

  また、個別支援計画の見直し以降も、連携先機関等と連携して手厚い支援を必要

とする場合、改めて４の（２）のとおり、保護者の同意を得るものとする。 

 

 

７ 加算の算定を想定する具体的なケース 

 ※ いずれのケースも、事業所と保護者との信頼関係が十分に構築されている場合

であることに留意すること。 

（１）公的機関からの依頼等により要支援児童等を受け入れるケース 

   障害児入所施設に措置入所している障害児が措置解除され、家庭で生活してい

くに当たり、児童発達支援等の利用が望ましいとされ、事業所において児童相談

所や市町村との連携のもと、当該障害児を受け入れることとなり、児童相談所等

と連携しつつ、当該障害児の支援を行っていくようなケースについて、加算を算

定することが考えられる。 

 

（２）事業所が要支援児童等と判断した障害児について、公的機関に情報提供し、連

携して支援をするケース 

   事業所を利用している障害児について、要支援児童等であると事業所が認識し、

児童の養育に悩み支援を希望する保護者に対して、市町村の養育支援訪問事業に

よる支援等を受けることを勧め、市町村と連携しつつ、当該障害児の支援を行っ

ていくようなケースについて、加算を算定することが考えられる。 

 



（３）事業所が要支援児童等と判断した障害児について、医師と連携して支援をする

ケース 

   事業所を利用している障害児について、要支援児童等であると事業所が認識し、

子育て等に関する不安やストレスから精神的に不安定と感じた保護者に対して、

繰り返し相談援助を行い、信頼関係を構築した上で、医師による診察を勧め、医

師と連携しつつ、当該障害児の支援を行っていくようなケースについて、加算を

算定することが考えられる。 

 

 

８ その他（Ｑ＆Ａ） 

問１ 児童福祉法において、要支援児童は、「保護者の養育を支援することが特に

必要と認められる児童（要保護児童に該当するものを除く。）」とされており、

障害児で障害児通所支援等を利用すること自体が、養育の支援を必要とする場

合とも捉えられるが、対象児童についてどのように考えれば良いのか。 

 

（答） 

 ○ 児童福祉法上の要支援児童の解釈については貴見のとおりであるが、本加算は、

連携先機関等との連携を行い、通常の児童発達支援等よりも手厚い支援を行って

いることについて、保護者が同意した上で算定するものであり、障害児を養育す

る保護者の中でも、特に保護者の養育を支援することが必要と認められる場合に

対象となることを想定している。 

 

問２ 保護者への相談援助等を行ったときの加算としては、家庭連携加算や事業所

内相談支援加算があるが、これらの加算は要支援児童等であることを保護者に

伝えるなどの対応は不要と考えてよいか。 

 

（答） 

 ○ 貴見のとおり。 

 

問３ 医師と連携して加算を算定する場合、当該医師は、主治医であることが必要

か。また、医療型児童発達支援事業所の場合、当該事業所を運営する診療所の

医師でも対象となるのか。 

 

（答） 

 ○ 連携する医師は、保護者のカウンセリング等を行う医師や、要支援児童等の障

害に係る治療等を行う医師等、保護者や当該児童の状況をよく把握している医師

であることを要件とし、必ずしも、保護者又は要支援児童等の主治医である必要

はない。 

   ただし、本加算は、事業所が外部の連携先機関等と連携しながら支援をしてい

くことを評価する加算であるため、医療型児童発達支援において、当該事業所の

利用児童について、当該事業所を運営する診療所の医師と連携する場合は、本加

算の対象にはならない。 

 

 



問４ 個別サポート加算（Ⅰ）や強度行動障害児支援加算、家庭連携加算や事業所

内相談支援加算を算定している場合も、個別サポート加算（Ⅱ）の算定は可能

か。また、重症心身障害児や医療的ケア児も算定対象か。 

 

（答） 

 ○ いずれの場合も算定可能であり、また、重症心身障害児や医療的ケア児も算定

対象となる。 

 

問５ 市町村の審査事務の観点から、あらかじめ、本加算を算定する場合には、保

護者の同意を得た個別支援計画について事業所から提出を求めるような段取

りとすることは可能か。 

 

（答） 

 ○ 各市町村の判断でそうした運用とすることも差し支えない。 

 

問６ 本加算の同意が得られない場合において、事業所が当該障害児の利用を断る

ことは、指定基準における提供拒否の「正当な理由」に該当するのか。そうし

た説明を保護者に行った事業所に対してはどのような対応が必要か。 
（参考）児童福祉法に基づく指定通所支援の事業所等の人員、設備及び運営に関する基準 

第 14 条 指定児童発達支援事業者は、正当な理由がなく、指定児童発達支援の提供を拒

んではならない。 

 

（答） 

 ○ 本加算は、保護者との信頼関係のもとで、連携先機関等と連携しつつ手厚い支

援を行うことへの評価であり、そうした支援の必要性等に係る同意が保護者から

得られないからといって、提供拒否の「正当な理由」には該当しない。 

 

 ○ また、そうした趣旨を理解せず、保護者に対して提供拒否を背景に加算の算定

の同意を迫るような事実が確認された場合、指定基準第 14 条の提供拒否の禁止

に該当するため、都道府県等においては当該事業所に対して適切に指導する必要

がある。 

 

問７ 児童相談所等からの依頼が無いケースでは、事業所が、利用する障害児が要

支援児童等かどうかを判断することになるが、このとき、あらかじめ児童相談

所や要保護児童対策地域協議会等に対して、当該障害児の支援を行っているか

どうかを照会することは想定しているのか。 

 

（答） 

 ○ 想定していない。児童相談所や要保護児童対策地域協議会にはケースに関する

守秘義務があり、事業所から要支援児童等かどうかを照会しても当然ながら回答

できないので、一義的には事業所が要支援児童等かどうかを判断することを想定

している。 

 

 

 



問８ 児童養護施設に入所している措置児童が、児童福祉法第 21 条の６による「や

むを得ない措置」により、児童発達支援等を利用する場合もあるが、この場合

も本加算の算定ができるのか。 

 

（答） 

 ○ 本加算は、児童相談所等の連携先機関等と連携しつつ手厚い支援を行うことを

評価するものであり、児童養護施設等に措置入所している障害児や里親に委託さ

れている障害児についても、児童相談所等と連携をして、心理的に不安定な児童

へのケア等を行う必要があることから、算定の対象となることを想定している。

この場合、保護者への同意は、市町村及び児童養護施設等の施設長又は里親に対

して行うものとし、実親への説明は不要であることに留意すること。 
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